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2013年7月1日、中国では「中華人民共和国労働契約法」の改正法が施行されました。今般の施行は、2012年12
月28日における同法律の改正公布を受けた措置であり、また改正は2008年1月1日の同法律の施行以来初めてとな

ります。 
今般の改正は、派遣会社設立要件の厳格化、同一労働・同一報酬の徹底、派遣労働における業務範囲の明確化、

罰則規定の4つの項目となります。 
◎ 主な改正内容について 

項目 内容 改正前 改正後 

労務派遣会社に関する 
設立要件の厳格化 

（第57条） 

最低資本金の増額 50万人民元 200万人民元 

設立要件の明記 --- 

・ 許認可取得の義務化。 
（施行後1年以内に取得） 

・ 業務展開に適切な固定の経営場

所および施設を有すること。 
・ 労務派遣管理制度を規定してい

ること。 

同一労働・同一報酬 
の徹底 

（第63条） 

労務派遣社員 
の権利保護 

派遣労働者は派遣先の労働者と同一

労働・同一報酬の権利を有する。 

派遣労働者は派遣先の労働者と同一

労働・同一報酬の権利を有する。雇用

者は同一労働賃金の原則に照らして、

派遣社員と同じ業務に従事する派遣

労働者に対して、同一の労働分配方法

を実施しなければならない。 

派遣労働における 
業務範囲の明確化 

（第66条） 

労務派遣社員 
の業務制限 

--- 

労務派遣での雇用は補充的な形態で

あり、臨時性・補助性・代替性（※）

のある業務でのみ実施することがで

きる。 

労務派遣社員 
の比率を規定 --- 

労務派遣社員の雇用者総数に占める

比率は、国務院の労働行政部門が規定

する一定割合を超過してはならない。 

罰則規定の強化 
（第92条） 

無許可営業に関す

る罰則規定を明記 --- 
違法所得を没収し、且つ違法所得の1
倍以上5倍以下の罰金を課す。 

重大な法令違反に

対する罰金増額 
1 人につき 1,000 元から 5,000 元以下

の罰金を課す。 
1人につき5,000元から10,000元以下

の罰金を課す。 

（※）臨時性とは「業務期間が6ヵ月を超えない業務」、補助性とは「主要業務のためにサービスを提供する非主要業務」、

代替性とは「派遣先企業の労働者が就労できない一定期間内にその他の労働者が代替できる業務」と定義されています。 


